
令和９年度予算概算要求の概要
（こどもの貧困対策・ひとり親家庭支援）

こども家庭庁支援局家庭福祉課



こどもの貧困対策・ひとり親家庭等支援関係
令和９年度概算要求

2,075億円
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令和８年度予算
1,959億円

子育て・生活支援
○家庭生活支援員の派遣
○こどもの生活・学習支援事業、

地域こども・若者の生活支援強
化事業等によるこども・若者へ
の支援

○母子生活支援施設等を活用した
家庭・生活環境を整える支援、
住居の借り上げ資金の貸付

就業支援
○母子・父子自立支援プログラム

の策定やハローワーク等との連
携による就業支援の推進

○就業相談から就業支援講習会、
就業情報の提供等までの一貫し
た就業支援サービスの提供

○能力開発等のための給付金支給

など     

養育費確保等支援
○養育費・親子交流の相談対

応・情報提供、親支援講座の
実施

○養育費の履行確保や親子交流
の実施等に資する取組の推進

○養育費・親子交流相談支援
センター事業の推進

など

経済的支援  
○児童扶養手当の支給
○母子父子寡婦福祉資金の貸付
・就職のための技能習得や児童

の修学など12種類の福祉資金
を貸付

など 

 

【主な内訳】 ◇児童扶養手当給付費負担金 1,530億円（1,532億円）   ◇母子家庭等対策総合支援事業費補助金 222億円（203億円）
◇ひとり親家庭等のこどもの食事等支援事業 13億円（－億円）  ◇母子父子寡婦福祉貸付金 10億円（11億円） 等

○ こどもの貧困対策として、困難に直面するこどもを早期に発見し支援につなぐため、食事等を提供する居場所の支援等により、こどもへ
の切れ目のない支援を推進。

○  ひとり親家庭等に対する支援として、「子育て・生活支援策」、「就業支援策」、「養育費確保等支援策」、「経済的支援策」の４本柱
により施策を推進。また、相談支援体制を強化し、当事者のニーズに応じた総合的な支援を実施。

相談支援体制の強化

○相談関係職員の資質向上のための研修会の開催等の支援
○タブレット等を活用した相談対応ツール作成等支援
○弁護士等による相談対応支援（相談員のバックアップ） など

【相談体制の充実・相談員の専門性向上】
○心理面でのアプローチも考慮した相談支援（心理担当職員の配置）
○就業支援の専門性と体制を確保するための就業支援専門員の配置
○伴走型の支援（同行・フォローアップ）の実施

<主な拡充内容>
➣こどもが生活指導・学習支援

に参加するに当たっての送迎
を行う場合の加算の創設

➣大学等受験料・模試受験料
の補助単価の引き上げ

➣居場所支援について、対象者
に「若者」を明確に位置付け、
積極的な活用を促し、若者に
対する支援の一層の強化

<主な拡充内容>
➣高等職業訓練促進給付金及び

高等職業訓練促進継続給付金
の月額支給額の見直しの検討

➣ひとり親家庭の親の短期イン
ターンシップなど職場体験を
実施した場合の費用補助の
実施

など

<主な拡充内容>
➣養育費受取に係る手続きに

ついて、法律の専門家によ
る民事執行手続書類作成支
援に係る費用支援の実施

➣こどもまんなか視点での
離婚前後家庭への支援に
ついて理解を促進するため
の広報啓発を実施   など

<主な拡充内容>
➣母子父子寡婦福祉資金貸付

金（修学資金、就学支度資
金、就職支度資金）の限度
額の引き上げ

など

など



事項 事業の概要

こどもの生活・
学習支援の強化

＜ひとり親家庭等生活向上事業（こどもの生活・学習支援事業）＞【拡充】
・学習支援の現場において、送迎がなければアクセスが困難な地域もあることから、こどもが生活指導・学習支援に参加する
に当たっての送迎を行う場合の加算を創設する。

・ひとり親家庭や低所得子育て世帯等のこどもの進学を後押しするため、大学等受験料・模試受験料について、補助単価の引
き上げを行う。

P9

居場所・食事支援
について

＜地域こども・若者の生活支援強化事業＞【拡充】
・「地域こどもの生活支援強化事業」を「地域こども・若者の生活支援強化事業」とし、対象者に「若者」を明確に位置付け
ることで、若者を対象とした居場所等支援における積極的な活用を促し、若者に対する支援の一層の強化を図る。

P12

＜ひとり親家庭等のこどもの食事等支援事業＞【新規】
・困窮するひとり親家庭を始めとする要支援世帯のこども等に対して、こども食堂やこども宅食、フードパントリー等により
支援を行っている事業者を対象として広域的に運営支援等を行う民間団体（中間支援法人）の取組を支援し、こどもの貧困
や孤独・孤立への支援を行う。

P13

（１）子育て・生活支援
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【主な要求内容】
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（２）就業支援

事項 事業の概要

自立に向けた就業
支援の更なる強化

＜ひとり親家庭等就業・自立支援事業（就業・自立支援パッケージ＞【見直し】
・ひとり親家庭の親は、出産等を機に離職しておりブランクがあったり、就業経験が乏しかったりすることなどにより、就業
に対する自信を喪失しており、課題に直面しているケースが少なくないため、ひとり親家庭の親の就労による自立に向けた
意識づくりやエンパワメントにつながるセミナー等を自治体が積極的に実施できるよう補助対象に追加する。

P15

＜高等職業訓練促進給付金等事業＞【拡充】
・ひとり親家庭の親の就職を容易にするために必要な資格の取得を促進するため、当該資格に係る養成訓練の受講期間につい
て給付金を支給することにより、生活の負担の軽減を図り、資格取得を容易にすることを目的とする高等職業訓練促進給付
金の月額支給額の見直しを検討する。

P18

＜高等職業訓練促進継続給付金等事業＞【拡充】
・ひとり親家庭の親が子の年齢を理由に、給付金の利用や、就職を容易にするために必要な長期間の修業を必要とする資格の
取得を諦めることのないよう、高等職業訓練促進給付金の受給中に子が20歳に到達した場合も引き続き同等の給付金を支給
し、自立を後押しすることを目的とする高等職業訓練促進継続給付金の月額支給額の見直しを検討する。

P19

＜民間企業と協働した就業・定着までの一体的支援強化事業＞【拡充】
・就業に対する自信を喪失しているひとり親の就労に対する不安等の解消や、資格取得後の就職・転職等をめざすひとり親家
庭の親の就職・転職後のミスマッチによる退職を防ぐこと等を目的とし、ひとり親家庭の親の短期インターンシップなど職
場体験を実施した場合の費用補助を実施する。 

P20



事項 事業の概要

離婚前後の家庭に
対する支援の強化

＜離婚前後家庭支援事業（養育費確保等支援パッケージ）＞【拡充】
・養育費を確保するための民事執行（強制執行）手続は専門性が高く、ひとり親個人による手続が困難な場合が多いことから、
法律の専門家による民事執行手続書類作成支援に係る費用の補助を行う。

P25

＜離婚前後家庭のこどもと親に対する心理支援事業（モデル事業）＞【新規】
・離婚前後家庭の父母及びこどもに対して、離婚前後の心理的な課題を理解し、課題への対処方法を具体的に学ぶ心理支援プ
ログラムを実施するモデル事業を創設する。

P27

＜こどもまんなか視点での離婚前後家庭の支援についての理解促進事業（仮称）＞【新規】
・こどもの最善の利益の確保という基本的な視点に基づき、国・地方・関係団体等の関係者間で、改正民法施行後の状況を確
認するとともに、こどもまんなか社会の実現に向けて共通認識を持つことを目的として、離婚前後家庭への支援について理
解を促進するための広報啓発を実施する。

P28

（３）養育費確保等支援
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事項 事業の概要

経済的支援の充実
＜母子父子寡婦福祉資金貸付金＞【拡充】
・母子父子寡婦福祉資金貸付金（修学資金、就学支度資金、就職支度資金）について、より支援を充実させるため、限度額の
引き上げを行う。

P31

（４）経済的支援
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事項 事業の概要

児童扶養手当シス
テムの改修に係る
支援

＜社会保障・税番号制度に係る情報連携体制等整備事業＞【拡充】
・ 標準仕様書の改版に対応するための改修費用の補助について、補助対象に福祉事務所未設置町村を追加する。

P39

こども・若者の意
見反映について

＜困難に直面したこども・若者意見反映推進事業（アウトリーチ型）＞【新規】
・「こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律」第９条第３項に基づき、次期こども大綱の策定に向けたこども等
の意見聴取を行う必要があるため、困難に直面したこども・若者等から意見を聴くための仕組み（アウトリーチ型の意見聴
取）を設け、その意見を適切にこどもの貧困対策に反映させる。

P40

（６）その他

事項 事業の概要

相談支援体制の強
化

＜ひとり親家庭相談支援体制強化事業（相談支援パッケージ）＞【見直し】
・事業内容について目的に応じてカテゴリー分けを行うとともに、心理職の配置に関するメニューを整理・統合する。

P34

＜ひとり親家庭等に対するワンストップ相談支援体制強化事業＞【新規】
・チャットボットによる相談への自動応答や支援制度・担当窓口の案内、関係部署との情報共有システムの構築など、ＩＴ機
器・ＡＩ等の活用を始めとした相談機能強化を図る。

P35

＜ひとり親家庭等相談支援従事者人材育成研修事業＞【新規】
・母子・父子自立支援員を中心としたひとり親家庭等支援に従事する相談員に対して研修を実施し、相談支援従事者の質の向
上を図ることで、相談支援体制を強化する。

P36

＜ひとり親家庭に対するプラットフォーム構築事業＞【見直し】
・ひとり親家庭等が活用できる支援施策、自治体における取組状況等を分かりやすくまとめた特設サイトの作成を行うととも
に、様々な広告媒体を活用した広報啓発等を行う。

※より効果的な周知広報を実施するため、「ひとり親家庭に対するプラットフォーム構築事業費補助金」から「こども政策推
進事業委託費」に組み替え

P37

（５）相談支援



子育て・生活支援
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○修学や疾病などの事由により生活援助、保育等のサービスが必要となった場合等に、その生活を支援する家庭生活支援員を派遣し、
又は家庭生活支援員の居宅等においてこどもの世話などを行う。

 ○ ひとり親家庭等（離婚前から当該事業による支援が必要な者も含む）が、安心して子育てをしながら生活することができる環境を
整備するため、修学や疾病などにより生活援助、保育等のサービスが必要となった際に、家庭生活支援員を派遣し、又は家庭生活支援
員の居宅等においてこどもの世話などを行うことにより、ひとり親家庭等の生活の安定を図る。

【実施主体】都道府県・指定都市・中核市・市区町村
      （事業の全部または一部を民間団体等に委託可）

  
【補助率】 国1/2、都道府県・指定都市・中核市1/2

  国1/2、都道府県1/4、市町村1/4

【補助基準額】
１ 活動費 １か所当たり       4,635千円
２ 派遣手当分 １時間当たり

①子育て支援
（深夜、早朝以外9:00～18:00） 2,300円
（深夜、早朝）   2,875円
（講習会会場）     3,450円
（宿泊分）    11,500円
（移動時間）      384円

②生活援助
（深夜、早朝以外9:00～18:00）

4,600円
(深夜、早朝）5,750円

（移動時間） 384円

支援局 家庭福祉課ひとり親家庭等日常生活支援事業

＜母子家庭等対策総合支援事業費補助金＞ 令和９年度概算要求額 222億円の内数（203億円の内数）

実施主体等

事業の概要

事業の目的

内容

家事、介護、日常生活の便
宜(例：食事や身の回りの世
話、住居の掃除、生活必需
品等の買い物）を行う。

乳幼児の保育、こども
の生活指導などを行う。

・自立促進に必要な事由
(技能習得のための通学、
就職活動等) 

・社会通念上必要な事由
(疾病、出産、看護、事故、
冠婚葬祭、残業、出張、学
校等の公的行事の参加等)

就業上の理由により帰宅時
間が遅くなる場合等
（乳幼児又は小学校に就学
する児童を養育している
ひとり親家庭に限る。）

ひとり親家庭等の居宅

家庭生活支援員の居宅又は
児童館、母子生活支援施設
等のひとり親家庭等が利用
しやすい適切な場所など

生活援助

保育等の
サービス
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一時的に必要な場合 定期的に必要な場合 実施場所



＜母子家庭等対策総合支援事業費補助金＞ 令和９年度概算要求額 222億円の内数（203億円の内数）

支援局 家庭福祉課ひとり親家庭等生活向上事業（ひとり親家庭等の生活支援事業）

事業の目的

○ ひとり親家庭等は、就業や家事等日々の生活に追われ、家計管理、育児及び自身やこどもの健康管理など様々な面において困難に直面することか
ら、生活に関する悩み相談、家計管理・育児等に関する専門家による講習会等を実施することにより、ひとり親家庭等の生活の向上を図る。

事業の概要

実施主体等

【実施主体】都道府県、指定都市、中核市、市町村（特別区を含み、指定都市及び中核市を除く） ※事業の全部又は一部を民間団体等に委託可

【補助率】国：１／２、都道府県・指定都市・中核市：１／２

   国：１／２、都道府県：１／４、市町村：１／４

【補助基準額】１か所当たり  14,098千円

2. ひとり親家庭地域生活支援事業(住まい支援)1. ひとり親家庭等生活支援事業(生活支援)

相談支援事業
・育児や家事、健康管理等の生活一般に係る相談に応じ、

必要な助言・指導や各種支援策の情報提供等を実施する。
・地域の実情に応じて、地域の民間団体の活用等による

訪問・出張相談、同行支援や継続的な見守り支援を実施
する。

家計管理・生活支援講習会等事業
・家計管理、育児や養育費の取得手続等に関する講習会の

開催等を実施する。

情報交換事業
・ひとり親家庭が互いの悩みを打ち明けたり相談しあう場を

設け、ひとり親家庭の交流や情報交換を実施する。

離婚前後において、一定期間、母子生活支援施設の

他、民間賃貸住宅、シェアハウス等を活用し、

離婚後の住まい・就業の支援や、同居する親子関係

の再構築を含めた家庭・生活環境を整える支援を

実施する。

①

②

③
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【拡充内容】 ・生活指導・学習支援（①）に送迎に係る費用加算を創設  ・大学等受験料支援（⑥）、模擬試験受験料支援（⑦）を社会情勢に鑑み増額

○ ひとり親家庭や低所得子育て世帯等のこどもが直面する課題に対応し、貧困の連鎖を防止する観点から、こどもに対し、児童館・公民館・民家やこども食堂等において、悩
み相談を行いつつ、基本的な生活習慣の習得支援・学習支援、軽食の提供を行うことにより、生活に困窮する家庭のこどもの生活の向上を図る。

○ また、長期休暇の学習支援の費用加算を行うことで、より多くの学習支援の機会の提供を図るとともに、受験料、模試費用の補助を行うことで、進学に向けたチャレンジを
後押しする。

支援局 家庭福祉課支援局 家庭福祉課ひとり親家庭等生活向上事業（こどもの生活・学習支援事業  ）

事業の目的

<補助単価>

※１ 事業②～⑤においては、事業①の実施が必須。
※２ 事業⑥及び⑦においては、事業①もしくは生活困窮者自立支援法（平成25年法律第105号）に基づく「子どもの学習・生活支援事業」のうち学習支援の実施が必須。

事業⑥及び⑦の対象者は、次のア・イのいずれにも該当する者 ア.児童扶養手当受給世帯相当又は低所得子育て世帯(住民税非課税世帯) イ.自治体が実施するこどもの生活・学習支援事業に登録等しているこども

事業②（※１）
長期休暇中の学習支援の

追加開催

事業①
生活指導・学習支援

«拡充≫

<事業内容>

夏期や冬期などの長期休暇期間中に、①の日数を増やして実施

地域の実情に応じて、ア～エの支援を組み合わせて実施
ア. 基本的な生活習慣の習得支援や生活指導
イ. 学習習慣の定着等の学習支援
ウ. 軽食の提供
エ．送迎≪新規≫

(1) 事務費 3,100千円／か所
(2) 事業費(集合型)5,099千円／か所 (週2日以下の場合・補助単価は実施日数により異なる)
(3) 事業費（派遣型）１回の訪問が１日の場合11,500円（半日以内の場合7,000円）
(4) 実施準備経費 ①改修費等：4,000千円／か所 ②礼金・賃借料（実施前分）：600千円
(5) 軽食費：832千円／か所（週2日以下開催の場合・補助単価は実施日数により異なる）
(6) 送迎費：1,560千円／か所(週５日開催の場合・補助単価は実施日数により異なる)≪新規≫

【実施主体】都道府県、指定都市、中核市、市町村（特別区を含み、指定都市及び中核市を除く）
【補 助 率】国：１／２、都道府県・指定都市・中核市：１／２  国：１／２、都道府県：１／４、市町村：１／４

＜母子家庭等対策総合支援事業費補助金＞ 令和９年度概算要求額 222億円の内数（203億円の内数）

【加算】
週１日追加：456千円／か所 週２日追加：912千円／か所
週３日以上追加：1,368千円／か所

9

拡充

事業の概要

実施主体等

事業③（※１）
進路選択に活かすための

体験学習

オープンキャンパスや職場見学等、進路選択に活かすための
体験活動を、①に加えて実施

【加算】910千円／か所

事業④（※１）
個別学習支援員の配置

各学習支援の場に、必要に応じて個別支援員を配置 【加算】日額：8,970円/人

事業⑤（※１）
受験生(中３・高３)の
学習支援の追加開催

受験を控えた中学３年生・高校３年生に対して、
①の日数を増やして実施

【加算】
週１日追加：2,964千円／か所 週２日追加：5,928千円／か所
週３日以上：8,892千円／か所

高校３年生等：70,000円上限/人≪拡充≫

事業⑦（※２）≪拡充≫

模擬試験受験料支援
中学生・高校生等の各ステージの受験に向けた、模擬試験の
受験料を支援 高校３年生等：10,000円上限/人≪拡充≫ 中学３年生：7,000円上限/人≪拡充≫

事業⑥（※２）≪拡充≫

大学等受験料支援
大学(短大)・専門学校等を受験する際の受験料を支援



○ 母子・父子自立支援プログラムの策定を受け、自立に向けて意欲的に取り組んでいる児童扶養手当受給者に対し、住居の借り上げ
に必要となる資金を貸し付けることにより、就労又はより稼働所得の高い就労などに繋げ、自立の促進を図ることを目的とする。

○実施主体が都道府県又は指定都市の場合：９／１０（国９／１０、都道府県又は指定都市１／１０）
○実施主体が都道府県又は指定都市が適当と認める民間法人の場合：定額（９／１０相当）

※ 都道府県又は指定都市は、貸付実績に応じて１／１０相当を負担（特別交付税措置）

支援局 家庭福祉課
予算額のポイント
を変更

8/20（火）
・R7予算額修正

実施主体等

事業の概要

事業の目的

＜母子家庭等対策総合支援事業費補助金＞ 令和９年度概算要求額 222億円の内数（203億円の内数）

ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業（住宅支援資金）

対象者

児童扶養手当受給者（同等の水準の者を含む。ただし、所得水準を超過した場合でも1年以内であれば対象と
する。）であって、母子・父子自立支援プログラムの策定を受け、自立に向けて意欲的に取り組んでいる者

対象者
貸付額等

貸付額

利 息

償還猶予

償還期限

償還免除

原則12か月に限り、入居している住宅の家賃の実費（上限７万円）を貸付

都道府県知事等が定める期間

無利子

・１年以内に就職をし、就労を１年間継続したとき
・死亡又は障害により償還することができなくなったとき
・長期間所在不明で返還が困難と認められる場合であって履行期限到達後に返還を請求した最初の日から５年経過

災害、疾病、負傷その他やむを得ない事由があるとき、その事由が継続する期間

10



＜ひとり親家庭等自立促進基盤事業費補助金＞ 令和９年度概算要求額  0.1億円（0.1億円）

支援局 家庭福祉課ひとり親家庭等自立促進基盤事業

事業の目的

○ 民間団体が母子家庭及び父子家庭並びに寡婦の自立を支援する事業を実施することにより、ひとり親家庭等の自立促進に向けた

基盤整備を図ることを目的とする。

事業の概要

実施主体等

【実施主体】民間団体（公募により４者の範囲内で決定）

【補助率】定額補助

【補助基準額】１団体あたり上限300万円

【実績】令和８年度 ４団体

○ 民間団体から申請のあった次の全ての要件を満たす事業であって、審査・採択されたものの費用を補助する。

セミナー・研修、就業支援、
養育費相談・普及啓発等を実
施し、ひとり親家庭等の自立
支援や支援施策を行う事業で
あること。

事業内容 非営利性

複数の都道府県において
行われる事業であること。

実施範囲

主たる事務・事業を実施
せず外部委託する事業や、
資金交付が大部分を占め
る事業でないこと。

実施体制

事業の大部分が設備整備、

備品購入等でないこと。

経費内容

11

営利を目的としない
事業であること。



○ 多様かつ複合的な困難に直面するこども・若者に対し、既存の福祉・教育施設に加え、地域にある様々な場所（こども家庭センター・放課後児童クラブ・公民館・商店街等）の活用
を促して、安心安全で気軽に立ち寄ることができる食事等の提供場所を設ける。

○ 支援が必要なこども・若者を早期に発見し、行政等の適切な支援機関につなげる仕組みをつくることによって、こども・若者に対する地域の支援体制を強化する。

○ 行政との連携により、特に支援を必要とするこども・若者（要保護児童対策地域協議会の支援対象児童として登録されているこども・若者等）に寄り添うことで、地域での見守り体
制強化を図る。

ア 通常実施型（開催頻度等の要件なし）
食事（こども食堂等）やこども用品（文房具、生理用品、おむつ等）の提供等を行う
➣ 長期休暇期間に通常より活動回数を増加した場合には加算を実施（※１、２）

イ 長期休暇期間集中実施型（開催頻度等の要件あり）
長期休暇期間中に集中的に、暑さ等対策の整った安全な居場所で食事を提供（居場所モデル）、
又はこども宅食やフードパントリーの実施による食事支援（宅食等モデル）を実施

ウ 体験・交流・学習支援提供型
多様な人物との出会いを通じて将来像を考える機会や屋外活動等様々な体験機会の提供、学習支援を行う

エ 備品等購入支援
①立上げ支援：既存の福祉・教育施設、地域にある様々な場所での立上げ等を支援する
②継 続 支 援 ：こどもの居場所等の事業を継続するための備品購入等を支援する

オ 環境整備支援（地域でこどもを支援するための仕組みづくり）
相談窓口の設置やコーディネーターの配置、地域のこども等の支援ニーズを把握するための研修等を行う

カ その他上記に類する事業

〇要支援児童等支援強化加算
ア～カのいずれかの実施に加え、要保護児童対策地域協議会の支援対象児童等に登録されているこども等

の家庭の状況に応じ、行政と連携した寄り添い支援を行う場合には加算を実施

注１：ア～カを組み合わせて実施可能（エは①又は②いずれかのみ）

注２：アを実施するこども食堂等がイを実施することも可能

支援局 家庭福祉課・虐待防止対策課地域こども・若者の生活支援強化事業

実施主体等

事業の概要

事業の目的

拡充

＜母子家庭等対策総合支援事業費補助金＞ 令和９年度概算要求額 222億円の内数（203億円の内数）

【実施主体】 都道府県、市町村（特別区を含む） 【補 助 率】 国：２／３又は１／２、都道府県・市町村：１／３又は１／２
※補助率２/３の対象となるのは、財政力指数１未満の自治体のみ

                        財政力指数の低い自治体については、当該取組により捻出できた予算の範囲内で補助額を増額する場合がある

【補助基準額（１箇所当たり）】最大16,312千円 要支援児童等支援強化加算と合わせて最大19,163千円

ア：3,390千円 ※１ 長期休暇期間に通常より活動回数の増加を図った場合の加算：1,000千円 ※２ アを実施するこども食堂等がイを実施する場合は、アの加算は実施しない

 イ：4,320千円 ウ：4,080千円 エ①：1,520千円 エ②：300千円 オ：3,002千円 カ：ア～オに準じる 〇要支援児童等支援強化加算：2,851千円

こども家庭

センター
学校・教育委員会 自治体

福祉･教育施設、地域における様々な場所

・支援ニーズを把握するための研修、地域人材をコーディネーターとして配置

長期休暇中の食事・

涼の集中支援

食事やこども用品

の提供

支援が必要なこども・若者

都道府県（後方支援または直接支援）

要保護児童対策
地域協議会

発 見

連 携

市区町村

体験や多様な人との

交流機会の提供

子ども・若者
支援地域協議会

子ども・若者総

合相談センター
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○ 困窮するひとり親家庭を始めとする要支援世帯のこども等に対して、こども食堂やこども宅食、フードパントリー等により支援を行っている事業者を対象として

広域的に運営支援等を行う民間団体（中間支援法人）の取組を支援し、こどもの貧困や孤独・孤立への支援を行う。

○ こども食堂が全国各地で大きく増加しているが、地域ごとに差もあるため、支援を行き渡らせることも重要な課題となってきている。（こども食堂箇所数2018

年度時点：2,286か所 → 2025年度時点：12,602か所（※認定NPO法人「むすびえ」2025年度調査））

○ ひとり親家庭等のこども等に必要な食事等支援が届けられるよう、全国を複数のブロックに区分して、ブロック毎に中間支援法人が各地のこども食堂等に

伴走型の支援を行う。

【実 施 主 体】 特定非営利活動法人、一般社団法人等の非営利団体 【補助基準額】 １法人当たり：148,000千円
【補 助 率】 定額（国：10／10相当）

【１】国⇒中間支援法人（実施主体）

■こども食堂等の事業者を対象として広域的に支援を行う中間支援法人を公募し、

選考委員会を開催した上で中間支援法人を決定。

■各地のこども食堂等に伴走型の支援が実施できるよう、全国をブロックに区分して、

ブロック毎に中間支援法人を決定する。

【２】中間支援法人（実施主体）⇒こども食堂等

■こども食堂等から申請を受け付け、選考委員会を開催し助成対象事業者を決

定。自治体との連携を補助要件とし、事業実施に必要な費用を助成

（助成額上限350万円）。

■助成対象事業者の活動状況について確認を行い、事業者に対して伴走型で運

営支援を行う。

■事業の実施結果について報告を求め、適正な執行が行われたかの確認を行う。

【３】こども食堂等⇒ひとり親家庭等のこども

■ひとり親家庭等のこどもに食事の提供、要支援のこどもの早期発見・適切な支援

に向けた見守り等を行う。

支援局 家庭福祉課ひとり親家庭等のこどもの食事等支援事業

実施主体等

事業の概要

事業の目的

国

補
助
金
交
付

中
間
支
援
法
人
（
実
施
主
体
）

こども食堂
等

こども食堂

宅食

フード
パントリー

ひとり親
家庭等
のこども

食
事
等
支
援

助
成
金
交
付

伴
走
的
支
援

自治体

≪補助要件≫
・要支援のこどもの
早期発見・適切な
支援に向けた連携

公
募
・
採
択

事業の枠組み
ブロックごとに採択

＜ひとり親家庭等こどもの食事等支援事業費補助金＞ 令和９年度概算要求額  13億円
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新規



就業支援
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○ 母子家庭の母及び父子家庭の父等に対し、就業相談から就業支援講習会、就業情報の提供等までの一貫した就業支援サービスを提供
し、就業と自立を後押しする事業。

③就業情報提供事業

ひとり親家庭等就業・自立支援事業

①就業支援事業 ②就業支援講習会等事業

④在宅就業推進事業 ⑤広報啓発・広聴、ニーズ把握活動等事業 ⑥就業環境整備支援事業

・就業相談、助言の実施、
企業の意識啓発、求人開拓の実施 等

・ひとり親のエンパワメントにつながる
セミナーや就業準備等に関するセミナー
や、資格等を取得するための就業支援講
習会の開催

・求人情報の提供 ・電子メール相談 等

・在宅就業に関するセミナーの開催や在宅
就業コーディネーターによる支援 等

・地域の特性を踏まえた広報啓発活動や支援施策
に係るニーズ調査の実施 等

・PC等の貸与を行うことで在宅就業や各
種訓練に必要な環境整備を図る

⑧先駆的な取組

・①～⑦のほか、就業・自立支援に資するものとして、
先駆的な取組による支援

【実施主体】 都道府県、市（特別区を含む）、福祉事務所設置町村

【補 助 率】 国：1/2、都道府県・市・福祉事務所設置町村：1/2

支援局 家庭福祉課ひとり親家庭等就業・自立支援事業（就業・自立支援パッケージ）

事業の目的

事業の概要

実施主体等

【補助単価】1か所当たり 46,390千円（３事業以上実施の場合）
32,000千円（２事業実施の場合）
16,000千円（１事業実施の場合）

＜母子家庭等対策総合支援事業費補助金＞ 令和９年度概算要求額 222億円の内数（203億円の内数）

⑦就職合同説明会開催事業

・就職合同説明会の開催

15
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＜母子家庭等対策総合支援事業費補助金＞ 令和９年度概算要求額 222億円の内数（203億円の内数）

支援局 家庭福祉課母子・父子自立支援プログラム策定事業

事業の目的

○ 福祉事務所等に自立支援プログラム策定員を配置し、母子家庭の母及び父子家庭の父（離婚前から当該事業による支援が必要な
者も含む）に対し、①個別に面接を実施し、②本人の生活状況、就業への意欲、資格取得への取組等について状況把握を行い、③
個々のケースに応じた支援メニューを組み合わせた自立支援プログラムを策定し、④プログラムに沿った支援状況をフォローすると
ともに、⑤プログラム策定により自立した後も、生活状況や再支援の必要性を確認するためアフターケアを実施し、自立した状況を
継続できるよう支援を行う。

事業の概要

実施主体等

【実施主体】都道府県・市（特別区を含む） ・福祉事務所設置町村 【実施自治体数】

【補助率】国10/10

【補助基準額】
１プログラムあたり20千円 ※アフターケアを行う場合20千円を加算

キャリアコンサルタントによる講習等受講経費

１自治体あたり97千円

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

母子家庭の母
及び父子家庭の父

※離婚前から当該事業
による支援が必要な
者も含む

＜自立支援プログラム策定員＞
・面談相談
・状況・課題把握
・民間企業連携強化支援員との連携
・関係機関等との連絡・調整

・自立支援プログラムの策定
・プログラムに基づく支援

 

自治体

就業・自立支援事業
自立支援給付金事業
母子父子寡婦福祉貸付金 等の活用

・アフターケアの実施

・就業による自立を支援

＜プログラムの主な内容＞

・生活や子育て、健康、収入、就業状況等

・自立・就業を阻害している要因及び課題

・阻害要因を克服するための支援方策

・自立目標

・支援の経過、支援内容の評価

・面接者の見解、行った指導、助言、対応
等の内容

※  生活保護受給者等就労自立促進事業の活用が
望ましいと考えられる場合は移行

策定件数 就業実績

令和６年度 5,939件 3,549件

（注）（ ）内は、都道府県、市等における実施割合。
【事業実績】

都道府県 指定都市 中核市 一般市等 合計

令和６年度
43か所

(91.5%)
20か所

（100.0%)
57か所

(91.9%)
564か所

（72.3%)
684か所

（75.2%)
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＜母子家庭等対策総合支援事業費補助金＞ 令和９年度概算要求額 222億円の内数（203億円の内数）

支援局 家庭福祉課自立支援教育訓練給付金事業

事業の目的

○ 母子家庭の母又は父子家庭の父が教育訓練講座を受講する場合にその経費の一部を支給することにより、主体的な能力開発の取組を支援し、
母子家庭及び父子家庭の自立の促進を図ることを目的とする。

事業の概要

＜対象者＞
 ○ 次のいずれにも該当する母子家庭の母又は父子家庭の父に支給 ※ 子が20歳に到達した場合も、受講修了までは引き続き対象者とする。

 ① 自立に向けた計画（母子・父子自立支援プログラム）の策定等を受けている者

 ② 就業経験、技能、資格の取得状況や労働市場などから判断して当該教育訓練が適職に就くため必要と認められること

＜対象講座＞
○ 実施主体の自治体の長が指定

 ① 雇用保険制度の一般又は特定一般教育訓練給付の指定講座 《対象講座の例》簿記検定試験、介護職員初任者研修 等

 ② 同制度の専門実践教育訓練給付の指定講座（専門資格の取得を目的とする講座に限る）

 ※ ①・②に準じるものとして、都道府県等の長が地域の実情に応じて指定した講座を含む。

＜支給内容＞
１．雇用保険法の規定による教育訓練給付金の支給を受けることができない者

    ① 上記対象講座の① を受講する者：受講料の６割相当額、上限20万円

    ② 上記対象講座の② を受講する者：受講料の６割相当額、修学年数×上限40万円 ※１※２※３

※1 修了後１年以内に資格取得し、就職等した場合、受講費用の25％(上限年間20万円)を追加支給（最大85％の支給）

※2 ６か月ごとの支給が可能 ※３ 准看護師から看護師の養成機関に引き続き進学する場合は修学年数の上限を5年とする

２．雇用保険法の規定による教育訓練給付金の支給を受けることができる者

 １に定める額から教育訓練給付金の額を差し引いた額

 ※ １、２のいずれの場合も、12,000円を超えない場合は支給しない。

実施主体等

【実施主体】都道府県、市（特別区を含む）、福祉事務所設置町村 【実施自治体数】

【補助率】国：３／４、都道府県・市・福祉事務所設置町村：１／４

【事業実績】令和６年度支給件数 1,900件

就業実績 1,276件 ※ 都道府県47か所には、県内の全市町村で実施している２自治体を含む（島根県、広島県）。

（注）（ ）内は、都道府県、市等における実施割合。

都道府県 指定都市 中核市 一般市等 合計

令和６年度
47か所

(100.0%)※
20か所

(100.0%)
62か所

(100.0%)
743か所
(95.3%)

872か所
(95.9%)
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＜母子家庭等対策総合支援事業費補助金＞ 令和９年度概算要求額 222億円の内数（203億円の内数）

支援局 家庭福祉課高等職業訓練促進給付金等事業

事業の目的

○ 母子家庭の母又は父子家庭の父の就職を容易にするために必要な資格の取得を促進するため、当該資格に係る養成訓練の受講期
間について給付金を支給することにより、生活の負担の軽減を図り、資格取得を容易にすることを目的とする。

○ また、養成訓練を修了した場合に、必要となる費用の負担を軽減するため、修了支援給付金を支給する。

事業の概要

実施主体等

【実施主体】都道府県、市（特別区を含む）、福祉事務所設置町村

【補助率】国：３／４、都道府県・市・福祉事務所設置町村：１／４

【支給額】

（訓練促進給付金）月額10万円（住民税課税世帯は月額70,500円）※見直しを検討

  修学の最終年限１年間に限り支給額を４万円加算する。

（修了支援給付金）５万円（住民税課税世帯は25,000円）

【支給対象期間】修業する期間（上限４年）※ 准看護師から看護師の養成機関に引き続き進学する場合は支給対象期間の上限を5年とする

【令和６年度総支給件数】8,580件（全ての修学年次を合計）

【令和６年度資格取得者数】3,041人（看護師 982人、准看護師 480人、保育士 227人、美容師 175人など）

【令和６年度就職者数】2,232人（看護師 839人、准看護師 318人、保育士 173人、美容師  125人など）

＜対象者＞
○（訓練促進給付金）養成機関において修業を開始した日以降において、次のいずれにも該当する母子家庭の母又は父子家庭の父

（修了支援給付金）養成機関における修業を開始した日及び修了した日において、次のいずれにも該当する母子家庭の母又は父子家庭の父

① 児童扶養手当の支給を受けているか又は同等の所得水準にある者 ※ 所得制限水準を超過した場合であっても、１年に限り引き続き対象者とする。

② 養成機関において６か月以上のカリキュラムを修業し、対象資格の取得が見込まれる者

③ 就業又は育児と修業との両立が困難であると認められる者

＜対象資格・訓練＞
○ 就職の際に有利となる資格であって、養成機関において６か月以上修業するものについて、地域の実情に応じて定める。

《対象資格の例》看護師､准看護師､保育士､介護福祉士､理学療法士､作業療法士､調理師､製菓衛生師、
シスコシステムズ認定資格、ＬＰＩ認定資格 等

（注）（ ）内は、都道府県、市等における実施割合。
※ 都道府県47か所には、県内の全市町村で実施している２自治体を含む

（島根県、広島県）。

都道府県 指定都市 中核市 一般市等 合計

令和６年度
47か所

(100.0%)※
20か所

(100.0%)
62か所

(100.0％)
757か所
(97.1%)

886か所
(97.5%)

【実施自治体数】

拡充

18



＜母子家庭等対策総合支援事業費補助金＞ 令和９年度概算要求額 222億円の内数（203億円の内数）

支援局 家庭福祉課高等職業訓練促進継続給付金等事業

事業の目的

○ 母子家庭の母又は父子家庭の父の就職を容易にするために必要な資格の取得を促進するため、当該資格に係る養成訓練の受講期間
について給付金を支給することにより、生活の負担の軽減を図り、資格取得を容易にすることを目的として高等職業訓練促進給付金
を支給しているところ、ひとり親が子の年齢を理由に、給付金の利用や、就職を容易にするために必要な長期間の修業を必要とする
資格の取得を諦めることのないよう、受給中に子が20歳に到達した場合も引き続き同等の給付金を支給し、自立を後押しする。

○ また、養成訓練を修了した場合に、必要となる費用の負担を軽減するため、修了支援給付金を支給する。

事業の概要

実施主体等

【実施主体】都道府県、市（特別区を含む）、福祉事務所設置町村

【補助率】国：３／４、都道府県・市・福祉事務所設置町村：１／４

【支給額】（促進継続給付金）月額10万円（住民税課税世帯は月額70,500円） ※見直しを検討

修学の最終年限１年間に限り支給額を４万円加算する。

（修了支援給付金）５万円（住民税課税世帯は25,000円）

【支給対象期間】修業する期間（高等職業訓練促進給付金と通算して上限４年）

※ 准看護師から看護師の養成機関に引き続き進学する場合は通算支給対象期間の上限を５年とする。

＜対象者＞
○（促進継続給付金）養成機関において修業中の者で、次のいずれにも該当する者

（修了支援給付金）養成機関における修業を開始した日及び修了した日において、次のいずれにも該当する者

 ① 高等職業訓練促進給付金の受給中に子等が20歳に到達した者であって、引き続き子等を扶養している者

 ② 児童扶養手当の支給を受けている者と同等の所得水準にある者（※）

 ③ 養成機関において高等職業訓練促進給付金受給時から通算して６か月以上のカリキュラムの修業中で、

 対象資格の取得が見込まれる者であること

 ④ 就業又は育児と修業の両立が困難であると認められる者であること

※ 所得制限水準を超過した場合であっても、１年に限り引き続き対象者とする。

＜対象資格・訓練＞
○ 就職の際に有利となる資格であって、養成機関において６か月以上修業するものについて、地域の実情に応じて定める。

《対象資格の例》看護師､准看護師､保育士､介護福祉士､理学療法士､作業療法士､調理師､製菓衛生師、
シスコシステムズ認定資格、ＬＰＩ認定資格 等

拡充
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 ○ ひとり親家庭の親の就職を容易にするため、「高等職業訓練促進給付金」等の支給により資格取得の支援を行っているが、個人の状況によっては、就

職・転職や正規雇用等につながりにくい場合や、就職しても子育てとの両立に困難を抱える場合があることが指摘されている。

 ○ 資格取得後のミスマッチによる不就業を防ぐとともに、ひとり親支援担当部局と産業振興部局等との連携を通じたひとり親家庭の職域拡大を図るため、 

就職・転職の準備段階から就職先の決定、就職後のフォローアップまでの支援を一体的に行うモデル事業を短期集中的に実施し、成果を横展開する。

 ➢ 人手不足となっている分野・企業とのマッチング等地域の実情を踏まえた就業・定着を力強く支援

＜対象者＞母子家庭の母又は父子家庭の父 
 ＜事業内容＞以下のような取り組みが考えられるほか、自治体独自の創意工夫を凝らした実効性のある取り組みを幅広く補助対象とする

【実施主体】都道府県、市（特別区を含む）福祉事務所設置町村 ※民間団体への委託可 【補助率】国：10／10

【補助基準額】① 短期インターンシップ等職場体験のみを実施する場合、都道府県・指定都市・市・福祉事務所設置町村：16,500千円

 ② 就業支援コーディネーターによる就業・定着支援等を実施する場合、都道府県・指定都市：41,000千円、市（指定都市を除く）・福祉事務所設置町村：28,000千円

 生活基盤の安定化支援を実施する場合【加算措置】：9,360千円

生活基盤の安定や定着促進のための伴走支援

  民間賃貸住宅の低廉貸付や公営住宅の優先入居などにより生活基盤の安定を図りながら、

  ひとり親の雇用に積極的な企業への就職や、より稼働所得の高い企業への転職等の挑戦を

  後押しし、就職後も定着促進のための伴走支援を実施する。

就業支援コーディネーターによる就業・定着支援

  本人の意向や職務経歴などを踏まえた資格取得に関する助言などオーダーメイドの就業支援、

資格取得のための講座等の実施、産業振興部局等と連携した就職先企業の掘り起こし及び

 マッチングを行い、就職後における定着促進のためのフォローアップを実施。

取組例２

支援局 家庭福祉課民間企業と協働した就業・定着までの一体的支援強化事業

実施主体等

事業の概要

事業の目的
＜母子家庭等対策総合支援事業費補助金＞ 令和９年度概算要求額 222億円の内数（203億円の内数）

・職場訓練（OJT）の調整・実施支援
・本人の職務経歴等を踏まえた資格取得等の助言
・資格取得のための講座等の実施
・就職先企業の掘り起こし、マッチング
・就職後のフォローアップ 等

就業支援
専門員

産業振興
部局

商工会議所

経営者
団体

ハロー
ワーク

母子・父子
自立支援員

ひとり親家庭 就職先

就業支援コーディネーター

ひとり親
支援団体

ひとり親支援担当部局

公営住宅
担当部局民間企業

短期インターンシップ等職場体験

 短期インターンシップなど職場体験を希望するひとり親と企業等とのマッチングを促進するため、

   コーディネーター等による支援及び企業開拓を行い、 受入企業等において職場体験を実施する。

取組例３

取組例１
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○ 婚姻期間中のブランク等により就業に対する自信を喪失しているひとり親の就労に対する不安等の解消や、資格取得後の就職・

転職等をめざすひとり親の就職・転職後のミスマッチによる退職を防ぐこと等を目的とする。

〇 短期インターンシップなど職場体験を希望するひとり親と企業等とのマッチングを促進するため、コーディネーター等による

支援及び企業開拓を行う。

○ 受入企業等において職場体験を実施する。

○ 受入企業等のインセンティブを高めるため、受入企業等に対し、訓練委託料を支払う。

○ 必要に応じて、職場体験中の託児サービスを行う。

短期インターンシップ等職場体験

取組の目的

取組の概要
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（民間企業と協働した就業・定着までの一体的支援強化事業の取組例）



＜母子家庭等対策総合支援事業費補助金＞ 令和９年度概算要求額 222億円の内数（203億円の内数）

支援局 家庭福祉課ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業（訓練促進資金）

事業の目的

○ 高等職業訓練促進給付金を活用して養成機関に在学し、就職に有利な資格の取得を目指すひとり親家庭の親に対し入学準備金・
就職準備金を貸し付け、これらの者の修学を容易にすることにより、資格取得を促進し、自立の促進を図ることを目的とする。

事業の概要

実施主体等

【実施主体】

①都道府県又は指定都市（都道府県又は指定都市が適当と認めた者への委託も可能）

②都道府県又は指定都市が適当と認める社会福祉法人、公益社団法人、公益財団法人などの民間法人
（都道府県等が貸付に当たって必要な指導・助言を行う場合に限る。）

【補助率】

①の場合：９／１０（国９／１０、都道府県又は指定都市１／１０）

②の場合：定額（９／１０相当） ※都道府県又は指定都市は、貸付実績に応じて１／１０相当を負担

【貸付実績】

＜対象者＞
 ○ ひとり親家庭の親であり、高等職業訓練促進給付金の支給を受ける者

＜貸付額＞
○ 養成機関への入学時に、入学準備金として５０万円を貸付
○ 養成機関を修了し、かつ、資格を取得した場合に、就職準備金として２０万円を貸付

※ 無利子（保証人がいない場合は有利子）

＜返済免除＞
○ 貸付を受けた者が、養成機関の修了から１年以内に資格を活かして就職し、貸付を受けた都道府県又は指定都市の区域内等に

おいて、５年間引き続きその職に従事したときは、貸付金の返還を免除する。

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

入学準備金（貸付件数） 1,166件 1,193件 1,077件 865件 682件

就職準備金（貸付件数） 916件 915件 759件 695件 674件
22



＜母子家庭等対策総合支援事業費補助金＞ 令和９年度概算要求額 222億円の内数（203億円の内数）

支援局 家庭福祉課
ひとり親家庭学び直し支援事業

事業の目的

○ ひとり親家庭の学び直しを支援することで、より良い条件での就職や転職に向けた可能性を広げ、正規雇用を中心とした安定した
就業につなげていくため、高等学校卒業程度認定試験合格のための学習支援を実施するほか、講座を受講する場合に、その費用の一
部を支給する。また、高度な知識や実践的スキルを獲得してキャリアアップ等を目指すために学士号等を取得する場合に、大学授業
料等の一部を助成する。

事業の概要
＜対象者＞

○ 高卒認定試験の給付金及び学習支援：ひとり親家庭の親又は児童であって、次のいずれにも該当する者。ただし、高校卒業者など大学入学資格を取得してい
る者は対象としない。

① 就業経験、技能、資格の取得状況や労働市場などから判断して高等学校卒業程度認定試験に合格することが適職に就くため必要と認められること

② 自立に向けた計画（母子・父子自立支援プログラム）の策定等を受けていること

〇 大学授業料等の一部助成：ひとり親家庭の親であって、次のいずれにも該当する者。

① 学士号等を取得することが適職に就くために必要と認められること

② 自立に向けた計画（母子・父子自立支援プログラム）の策定等を受けていること

＜対象講座＞

○ 高卒認定試験の給付金：高等学校卒業程度認定試験の合格を目指す講座（通信制講座を含む。）で、実施主体が適当と認めたもの。

〇 大学授業料等の一部助成：大学又は短期大学（通信制大学及び通信制短期大学を含む。）

＜支給内容＞

〇 高卒認定試験の給付金

（１）通信制の場合

 ① 受講開始時給付金：受講費用の4割（上限10万円）

 ② 受講修了時給付金：受講費用の1割（①と合わせて上限12万5千円）

 ③ 合格時給付金：受講費用の1割（①②と合わせて上限15万円）

〇 高卒認定試験の学習支援 ≪新規≫
（３）高卒認定試験対策講座を開催した場合

１自治体当たり 3,345千円

実施主体等

【実施主体】都道府県、市（特別区を含む）、福祉事務所設置町村

【補助率】国：３／４又は１／２、都道府県・市・福祉事務所設置町村：１／４又は１／２
※補助率３/４の対象となるのは、財政力指数１未満の自治体のみ。財政力指数の低い自治体については、当該取組により捻出できた予算の範囲内で補助額を増額する場合がある。

【R６実施自治体数】404自治体

【R６支給実績】事前相談：163人 支給者数：127人

（２）通学又は通学及び通信併用の場合

  ① 受講開始時給付金：受講費用の４割（上限20万円）

  ② 受講修了時給付金：受講費用の１割（①と合わせて上限25万円）

  ③ 合格時給付金：受講費用の１割（①②と合わせて上限30万円）

 ※③は受講修了日から起算して２年以内に高卒認定試験に全科目合格した場合に支給

〇 大学授業料等の一部助成  ≪新規≫
（４）大学に入学した場合（修学年数×上限40万円）

 入学金及び授業料の６割相当額
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養育費確保等支援
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○ 離婚前後の家庭に対して、離婚がこどもに与える影響、離婚後の生活や養育費・親子交流の取決め（共同養育計画の作成を含む）について考える機会を提
供するため、親支援講座の開催やひとり親家庭支援施策に関する情報提供等を行うとともに、養育費の履行確保や親子交流の実施等に資する取組を実施する。

【実施主体】都道府県、市（特別区を含む）、福祉事務所設置町村 ※民間団体への委託可
【補助率】 国：１／２、都道府県・市・福祉事務所設置町村：１／２

支援局 家庭福祉課離婚前後家庭支援事業（養育費確保等支援パッケージ）

実施主体等

事業の概要

事業の目的

【補助単価（１自治体当たり）】
52,011千円（３事業以上実施の場合）
24,000千円（２事業実施の場合）
12,000千円（１事業実施の場合）

（１）相談員等の配置 養育費や親子交流等に関する知識を有する相談員や親子交流支援を実施する場合における親子交流支援員の配置を行う。

（５）先駆的な取組

＜母子家庭等対策総合支援事業費補助金＞ 令和９年度概算要求額 222億円の内数（203億円の内数）

離婚前後におけるこどもへの接し方、養育費・親子交流の取決めの重要性やその方法、こどもの年齢に応じた生活設計等についての講義や、当事者間で
の意見交換を実施する親支援講座を実施する。また、親支援講座の受講者に対し、ひとり親向けの支援施策や相談窓口の情報提供を行う。

①離婚前段階からの支援体制強化・・・・・別居開始時点など低葛藤時点からの個別ヒアリングや情報提供等を行う。
②戸籍・住民担当部局との連携強化・・・・戸籍・住民担当部局に相談員を配置し、ひとり親家庭支援担当部局と連携を図る。
③弁護士等による個別相談支援・・・・・・弁護士等を配置し、養育費や親子交流に関して、個々の状態に応じた専門的な相談支援を行う。
④養育費等の取決めに係る費用補助

・公正証書等による債務名義の作成支援‥公正証書等による債務名義を作成するための費用支援を行う。
・戸籍謄本等の書類取得補助・・・・・・調停申立てや裁判に要する添付書類の取得などの費用支援を行う。
・ADRの活用支援・・・・・・・・・・・裁判外紛争解決手続(ADR)を利用した調停に係る費用支援を行う。

⑤養育費の履行確保に係る費用補助≪拡充≫
  ・保証契約における保証料支援・・・・・保証会社と養育費保証契約を締結するための費用支援を行う。
・養育費受取に係る手続費用の補助・・・民事執行手続の申立てや法律の専門家による民事執行手続書類作成支援に係る費用支援を行う。
・養育費受取に係る弁護士の活用・・・・養育費の受取に係る弁護士費用の支援（養育費受取開始後1年間分）を行う。

⑥同行支援・・・・・・・・・・・・・・・養育費や親子交流の取決め等のために家庭裁判所等の相談窓口以外の場に出向く際の同行支援を行う。
⑦親子交流支援・・・・・・・・・・・・・事前相談をもとに、支援計画を作成し、親子交流当日のこどもの引取り、相手方への引渡し、交流の付添いなどの援助を行う。

①離婚前後のカウンセリング支援（心理支援担当者の配置） ②外国語に対応した親支援講座・相談支援（通訳の配置、ICT機器活用等）
③託児サービス ④夜間・休日対応 ⑤オンライン・SNSによる相談対応

（１）～（４）のほか、養育費の履行確保や親子交流の実施等に資するものとして先駆的な取組による支援を行う。

拡充

（２）親支援講座・情報提供

（３）養育費・親子交流の履行確保に資する取組

（４）相談者の状況やニーズに応じた支援
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＜養育費確保支援事業委託費＞ 令和９年度概算要求額  0.7億円（0.9億円）

支援局 家庭福祉課養育費・親子交流相談支援センター事業

事業の目的

⚫ ひとり親家庭等の養育費等に係る相談について、夜間・休日を含め、電話やメールで迅速に対応できる相談支援機関の確保を図る。

⚫ 各自治体の相談担当者に対する研修の実施や困難事例への助言指導等を行い、相談担当者の人材養成や業務支援を行う。

事業の概要

実施主体等

【実施主体】民間団体 【補助率等】委託契約により実施

・研修
・サポート

困難事例
の相談

目指すべき方向

●養育費の取決め率の増
●養育費の受給率の増

約47% 約28%

約28% 約9%

母子家庭 父子家庭

(令和3年度 全国ひとり親世帯等調査)

●ひとり親家庭の生活の安定

●ひとり親家庭で育つこどもの健やかな成長

養育費等に係る各種手続に関する分かりやすい情報の提供

 →ホームページへの掲載、パンフレット等の作成

地方公共団体等の養育費等相談対応者の養成のための各種研修会の実施

地方公共団体等に対する困難事例への支援

ひとり親家庭等からの電話、メールによる相談対応

・電話相談：0120-965-419 (携帯電話、PHS以外) 、03-3980-4108
・メール相談：info@youikuhi.or.jp
〔相談時間〕平日（水曜日を除く）10:00～20:00

水曜日 12:00～22:00 土・祝日 10:00～18:00

国(こども家庭庁)が民間団体に委託して実施(平成19年度創設)

【令和７年度委託先:（公社）家庭問題情報センター（FPIC)】

地方自治体(都道府県等)が実施

(参考) 令和5年度実績 相談延べ件数 : 5,385件 研修等の実施 : 72回

リーフレット等による情報提供

 養育費・親子交流の取決め、養育費の

支払いの履行・強制執行の手続に関する相談等

 ひとり親家庭等への講座の開催

 弁護士による法律相談（平成28年度から）

（参考）令和５年度実績
・養育費等支援事業実施自治体数：130自治体

養育費専門相談員による相談延べ件数：16,132件
養育費専門相談員の設置：50か所、166名

・弁護士による相談実施自治体数：118自治体
弁護士による相談延べ件数：9,651件
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 ○ 離婚は、家族の関係性や生活環境、心理状態が大きく揺れ動く出来事であり、離婚前後の家族がこうした変化を自身で理解・

整理しながら新たな生活や関係性に適応できるよう、心理的な支援をしていくことが重要である。

 〇 離婚前後家庭のこどもや父母に対し、離婚によって生じやすい家族の課題や自身の感情を理解し、効果的な対処方法を具体的

に学ぶための心理支援を自治体においてモデル的に実施し、その成果を横展開する。

＜対象者＞ 離婚前後家庭のこどもと父母

＜実施内容（例）＞

こども向けのプログラム：・離婚についての誤解（離婚は自分のせい、親が自分のことを嫌いになったなど）の解消。

  ・自分の気持ちを理解し、感情を適切な形で表現することを学ぶ。

  ・生活の変化や感情の揺れ動きに対する対処方法を学ぶ。

親向けのプログラム ：・離婚によって生じる感情やストレスを理解し、対処方法やコミュニケーションの取り方を学ぶ。

  ・こどもの感情に対する理解を深め、適切な関わり方を学び、離婚後の親子関係をよりよくする。

【実施主体】都道府県、市（特別区を含む）福祉事務所設置町村 ※民間団体への委託可 【補助率】国：10／10

【補助基準額】8,262千円

支援局 家庭福祉課離婚前後家庭のこどもと親に対する心理支援事業（モデル事業）

実施主体等

事業の概要

事業の目的

＜母子家庭等対策総合支援事業費補助金＞令和９年度概算要求額 222億円の内数（203億円の内数）
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【実施主体】国（委託）

➣ 関係省庁、地方自治体、学識経験者、支援団体などが一堂に会して、それぞれの離婚前後家庭に対する支援の取組や参考となる事例

の紹介、課題の共有などを図ることを目的としたフォーラム等を開催する。

（テーマ例）

・こどもの気持ち、こどもの利益を最優先にした父母間の取決めについて

・こどもを中心とした視点での支援事例の紹介

・こどもを取り巻く関係者・関係機関間の連携のあり方 など

➣ 「こどもまんなか」視点での離婚前後家庭への支援についての理解促進・普及啓発を実施。

・ひとり親当事者や支援者・支援団体、企業・経済団体向けの普及啓発用リーフレットや動画の作成等

○ 家族の形態の多様化が進む中で、こどもの意見が尊重され、その最善の利益が優先して考慮されること、こどもがその置かれている

環境等にかかわらず、心身ともに健やかに育つ環境を整えることが重要。

○ 令和８年４月に施行された民法等改正法では、父母が離婚した後もこどもの利益を確保することを目的として、こどもを養育する親

の責務を明確化するとともに、親権、養育費、親子交流などに関するルールの見直しが行われた。

○ こどもの最善の利益の確保という基本的な視点から、国・地方・関係団体等の関係者間で、改正法施行後の状況を確認するとともに、

こどもまんなか社会の実現に向けて共通認識を持つことを目的に、離婚前後家庭への支援についての理解促進のための広報啓発を実施

する。

事業の目的

支援局 家庭福祉課こどもまんなか視点での離婚前後家庭の支援についての理解促進事業（仮称） 新規

＜こども政策推進事業委託費＞ 令和９年度概算要求額 0.1億円
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実施主体等



経済的支援
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＜児童扶養手当給付費負担金＞ 令和９年度概算要求額 1,530億円＋事項要求（1,532億円）

支援局 家庭福祉課児童扶養手当

事業の目的

⚫ 父又は母と生計を同じくしていない児童が育成されるひとり親家庭等の生活の安定と自立の促進に寄与するため、当該児童につい
て手当を支給し、児童の福祉の増進を図る。

事業の概要

＜支給対象者＞
○ 18歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある児童（障害児の場合は20歳未満）を監護する母等

＜支給要件＞
○ 父母が婚姻を解消した児童、父又は母が死亡した児童、父又は母が一定程度の障害の状態にある児童、父又は母の生死が

明らかでない児童等を監護していること等

＜手当額（令和８年４月～）＞
○ 月額  ・全部支給：４８，０５０円 ・一部支給：４８，０４０円～１１，３４０円

 ※令和7年度単価 全部支給：46,690円 一部支給：46,680円～11,010円

加算額（児童２人目以降１人につき） ・全部支給：１１，３５０円 ・一部支給：１１，３４０円～ ５，６８０円
    ※令和7年度単価 全部支給：11,030円 一部支給：11,020円～5,520円

＜所得制限限度額（収入ベース 前年の所得に基づき算定 ）＞ 
○ 全部支給（２人世帯）：１９０万円 一部支給（２人世帯）：３８５万円

＜支給期月＞
○ １月、３月、５月、７月、９月、１１月

実施主体等

【実施主体】都道府県、市、福祉事務所設置町村

【補助率】 国 １／３、都道府県・市・福祉事務所設置町村 ２／３

【受給者数】777,962人（母738,913人、父35,915人、養育者3,134人）※令和７年３月

【改正経緯】①多子加算額の倍増（平成２８年８月分手当から実施）

②全部支給の所得制限限度額の引き上げ（平成３０年８月分手当から実施）

③支払回数を年３回から年６回に見直し（令和元年１１月分手当から実施）

④ひとり親の障害年金受給者についての併給調整の方法の見直し（令和３年３月分手当から実施）

⑤所得制限限度額の引き上げ（全部及び一部支給）、第３子以降の多子加算額の増額（令和６年11月分手当から実施）
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＜母子父子寡婦福祉貸付金＞ 令和９年度概算要求額  10億円（11億円）

支援局 家庭福祉課母子父子寡婦福祉資金貸付金

事業の目的

○ 母子父子寡婦福祉資金は、配偶者のない女子又は配偶者のない男子であって現に児童を扶養しているもの等に対し、その経済的
自立の助成と生活意欲の助長を図り、あわせてその扶養している児童の福祉を増進することを目的としている。

○ 母子及び父子並びに寡婦福祉法の規定に基づき行われている。

事業の概要

実施主体等

【実施主体】都道府県・指定都市・中核市

【負担割合】国２／３、都道府県・指定都市・中核市１／３

【貸付実績（令和５年度）】

① 母子福祉資金： ９１億６，８０２万円（１５，９３３件）

② 父子福祉資金： ６億５，９１３万円（ １，０４９件）

③ 寡婦福祉資金： ２億５，０８１万円（ ３４９件）

※貸付金の件数・金額とも約９割が、児童の修学資金関係

1. 貸付対象者 2. 貸付金の種類(計12種) 3. 貸付条件等

①母子福祉資金
配偶者のない女子で現に児童を扶養
しているもの (いわゆる母子家庭の母)、
母子・父子福祉団体 等

②父子福祉資金

配偶者のない男子で現に児童を扶養
しているもの (いわゆる父子家庭の父)、
母子・父子福祉団体 等

(平成26年10月１日より)

③寡婦福祉資金

寡婦（配偶者のない女子であって、
かつて配偶者のない女子として児童を扶

養していたことのあるもの） 等

修学資金 修業資金
技能習得資金 就学支度資金

事業開始資金 就職支度資金
事業継続資金

医療介護資金 住宅資金
生活資金 転宅資金

結婚資金

利子

償還方法

貸付金の種類、連帯保証人の
有無によって異なるが、

無利子 または 年利1.0%

貸付金の種類によって異なるが、
 一定の据え置き期間の後、

3年～20年 で償還
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母子父子寡婦福祉資金貸付金の拡充

修学資金、就学支度資金、就職支度資金について、貸付限度額の引き上げを行い、経済的支援の充実を図る。

修学資金（授業料・書籍代・交通費・課外活動費等）

学校種別 設置区分 通学方法 貸付限度額（改正前）月額 貸付限度額（改正案）月額

高等学校

公立
自宅 ２７，０００円 ３３，０００円

自宅外 ３４，５００円 ５６，０００円

私立
自宅 ４５，０００円 ７６，０００円

自宅外 ５２，５００円 １０９，０００円

就学支度資金（受験料・入学金等）

学校種別 設置区分 通学方法 貸付限度額（改正前） 貸付限度額（改正案）

高等学校

公立
自宅 １５０，０００円 ２７０，０００円

自宅外 １６０，０００円 ２９３，０００円

私立
自宅 ４１０，０００円 ４９１，０００円

自宅外 ４２０，０００円 ５２３，０００円

大学等
公立

自宅外
４３０，０００円 ４６６，０００円

私立 ５９０，０００円 ６０６，０００円

大学院（博士課程） ５９０，０００円 ６０６，０００円

修業施設
公立

自宅 １５０，０００円 ２７０，０００円

自宅外 １６０，０００円 ２９３，０００円

私立 自宅外 ２８２，０００円 ３１８，０００円

就職支度資金（就業するために必要な被服・家電等）

就業をするために自動車を購入する際に適用される貸付限度額を引き上げる。

（改正前）３４０，０００円 → （改正案）５６０，０００円
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相談支援体制の強化
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(１) 心理担当職員配置等事業
「心理担当職員」を配置し、母子・父子自立支援員と連携・協力して、相談者の心理的なケアやサポートを行う（都道府県が配置し、管内市区町村の母子・父

子自立支援員の助言指導を行うことも可能）。
（２）福祉専門職配置等事業

社会福祉士等を配置し、母子・父子自立支援員と連携・協力して相談支援に当たることで、アセスメントやケースマネジメント等ソーシャルワークの専門性を
活かし、当事者の状況・ニーズに応じたきめ細かな相談支援を行う（都道府県が配置し、管内市区町村の母子・父子自立支援員の助言指導を行うことも可能）。
（３）就業支援専門員配置等事業

「就業支援専門員」を配置し、母子・父子自立支援員と連携・協力して相談支援に当たることで、 相談窓口のワンストップ化を推進し、就業を軸とした的確
かつ継続的な支援の提供を行う。
（４) 弁護士による助言指導

母子・父子自立支援員が、弁護士のバックアップを受けながら相談支援を行える体制づくりを行う。

（５）相談関係職員研修支援事業
母子・父子自立支援員を含む相談関係職員の資質向上のための研修会の開催や研修受講支援等を行う。

（６）母子・父子自立支援員等が活用する相談対応ツール作成等支援
タブレット等を活用した相談対応ツールや動画による研修ツール等を作成し、母子・父子自立支援員等の専門性の向上及び相談支援体制の充実を図る。

（７）集中相談事業
児童扶養手当の現況届の提出時期（８月）等に、ハローワーク職員、公営住宅・保育所・教育関係部局職員、女性相談支援センター職員、弁護士等を相談窓口

に配置して、様々な課題に集中的に対応できる相談の機会を設定する。
（８）補助職員配置支援

母子・父子自立支援員が相談支援に重点を置いた業務を行うことができるよう、
相談支援以外の事務的な業務を補助する者を配置する。

（10）同行型支援

同行支援や継続的な見守り支援等の同行型支援を行うための体制

づくりを行う。

（12）先駆的な取組
（１）～（11）のほか、相談支援体制強化に資するものとして、先駆的な取組による支援を行う。

○ 地方自治体の相談窓口に、心理面でのアプローチも考慮した相談支援を行うための「心理担当職員」やアセスメントやケースマネジメントを担う「福祉専門職」、就業支援を担う

「就業支援専門員」を配置し、相談支援の専門性と体制を確保する。また、母子・父子自立支援員が弁護士等の専門職種の支援を受けながら相談対応を行える体制づくりや、相談

対応以外の事務的な業務を補助する職員の配置、休日・夜間の相談体制づくり等を支援することで、相談支援体制の質・量の充実を図り、総合的な支援体制を構築・強化する。

【実施主体】 都道府県、市（特別区を含む）、福祉事務所設置町村 ※民間団体への委託可
【補助率】 国：２／３又は１／２、都道府県・市・福祉事務所設置町村：１／３又は１／２
※補助率２/３の対象となるのは、財政力指数１未満の自治体又は一般会計歳入が概ね特別区の一般会計歳入の平均未満の市町村のみ。財政力指数の低い自治体については、予算の範囲内で補助額を増額する場合がある

見直し 支援局 家庭福祉課ひとり親家庭相談支援体制強化事業（相談支援パッケージ）

実施主体等

事業の目的

【補助単価】 1か所当たり 49,419千円（３事業以上実施の場合）
30,000千円（２事業実施の場合）
 15,000千円（１事業実施の場合）

（９）夜間・休日対応支援

ひとり親等の就労時間外の相談ニーズに対応できるよう、休日や夜間に
相談対応を行う。

（11）アウトリーチ支援

就業が困難な状況にある等、特に生活に困窮しているひとり親家庭に対しては、食料や
生活物資をアウトリーチ型で配布することにより、脆弱な生活基盤の支えとするととも
に、更なる相談支援へと繫げる。

＜母子家庭等対策総合支援事業費補助金＞ 令和９年度概算要求額 222億円の内数（203億円の内数）

専門職の
配置

事業の概要

相談支援の
質の向上

相談体制の
強化

伴走・
プッシュ型

支援

先駆的な
取組
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○ ひとり親家庭等に対する支援について、①地方自治体における窓口が統一されておらず、各種制度を詳細に把握する職員体制も希薄であること、②多様な状況に応じ

た様々な制度が用意されているにもかかわらず、実際の活用にはハードルがあり、数々ある制度をひとり親家庭等へ届けることができているかが課題となっている。（市区

町村福祉関係窓口の利用状況：母子世帯46.0％、父子世帯31.3％、母子家庭等就業・自立センター事業を利用したことがない者のうち制度を知らなかった割合：

母子世帯33.6％、父子世帯37.9％）

○ 母子・父子自立支援員等、職員配置の拡充が難しい中、ＩＴ機器・ＡＩ等を活用したひとり親のワンストップ相談体制の強化が必須。

○ ひとり親家庭等が必要な支援につながり、自立に向けた適切な支援を受けられるよう、ＩＴ機器・ＡＩ等の活用を始めとしたひとり親家庭等のワンストップ相談及び

プッシュ型支援体制の構築・強化を図ることを目的とする。

○ チャットボットによる相談への自動応答や支援制度・担当窓口の案内、関係部署との情報共有システムの構築など、ＩＴ機器・ＡＩ等の活用を始めとした

相談機能強化を図る。

＜事業イメージ＞

ひとり親家庭

情報入力・相談

支援施策等の案内

チャットボット

住居確保
の必要性

就業支援
の必要性

等

生活困窮部署

子育て支援部署

教育関係部署

ひとり親支援部署 

住宅関係部署

労働関係部局

入力された情報より、必要に応じて、自治体から家庭へアプローチを図る

子育て・生活支
援の必要性

経済的支援
の必要性

入力された情報を共同クラウドにより共有

Ａ家庭

Ｂ家庭

チャットボットによる支援
制度・担当窓口の案内

共同クラウドによる
情報共有

【実 施 主 体】都道府県、市（特別区を含む）、福祉事務所設置町村

【補助基準額】１自治体あたり：30,000千円

【補 助 率】国：３／４、都道府県、市、福祉事務所設置町村：１／４

支援局 家庭福祉課ひとり親家庭等に対するワンストップ相談体制強化事業

実施主体等

事業の概要

事業の目的

＜母子家庭等対策総合支援事業費補助金＞ 令和９年度概算要求額 222億円の内数（203億円の内数）

申請支援システムの提供
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＜ひとり親家庭等相談支援従事者人材育成研修事業費補助金＞ 令和９年度概算要求額  2.1億円

支援局 家庭福祉課

事業の目的

○ ひとり親家庭等が直面する課題は、ニーズが個々に異なるうえ、問題が複雑・複合化しており、必要な支援につなぐための的確

なアセスメントが求められる。そのため、相談支援体制の更なる強化が必要であり、母子・父子自立支援員等の相談支援従事者の

質の向上・人材育成が急務である。

○ このため、母子・父子自立支援員を中心としたひとり親家庭等支援に従事する相談員に対して研修を実施し、相談支援従事者の

質の向上を図ることで、相談支援体制を更に強化する。研修は、全国の相談員が参加しやすいように地域ブロック毎に開催し、実

践的な研修を行うとともに、地域の相談員同士が関係を構築できるよう工夫する。

事業の概要

（１）ひとり親家庭等相談支援従事者職員研修の実施

・地域をブロック毎に分けて研修を開催し、実践的な内容とするとともに、地域の相談員同士が

関係を構築できるよう工夫する。

・研修の企画、講師の招聘、参加者の募集、研修当日の運営等を実施する。

実施主体等

【実施主体】民間団体（公募により選定）

【補助率】定額（国：10／10相当）

【補助基準額】 20,876千円

ひとり親家庭等相談支援従事者人材育成研修事業

（２）全国大会の開催

・オンラインも活用しながら、全国の相談員が一堂に会し、課題の共有や意見交換ができる場を設ける。

・大会の企画、参加者の募集、当日の運営等を実施する。
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＜こども政策推進事業委託費＞ 令和９年度概算要求額  0.3億円（0.3億円）

支援局 家庭福祉課ひとり親家庭に対するプラットフォーム構築事業

事業の目的

○ ひとり親家庭等が活用できる支援施策、自治体における取組状況、地域で活動しているひとり親家庭への支援団体や、ひとり親の雇用に理解
のある企業等の情報等を分かりやすくまとめた特設サイトの作成など、ひとり親が必要な情報を得られる環境を確保するとともに、様々な広告
媒体を活用した広報啓発等を行うことでひとり親への支援に関する機運を高めることを目的とする。

事業の概要

実施主体等

【実施主体】国（業者に委託）

（１）情報収集・管理業務
・ ひとり親家庭等が活用できる支援施策、自治体における取

組状況
・ 地域で活動しているひとり親家庭への支援団体や、ひとり

親の雇用に理解のある企業等の情報 等

ひとり親家庭への支援団体の情報

地域における民間の支援団体の情報を掲載

2

行政以外の窓口を周知することで相談の敷居を低く

ひとり親の雇用に理解のある企業等の情報

ひとり親の雇用に積極的な企業の情報を掲載1

ひとり親への支援に関する機運を高める

3

ひとり親家庭当事者の経験談や応援メッセージを掲載2

ひとり親家庭が活用できる支援施策の情報

ひとり親家庭が活用できる支援施策を掲載1

住んでいる地域でどのような支援が受けられるか把握が可能に

1

自治体毎の取組状況を掲載2

（２）特設サイト運営業務
・ 収集した情報をもとに分かりやすい特設サイトを作成・

運営

（３）広報啓発業務等
・ インターネットを活用した広報啓発や、ひとり親への支

援に関する機運を高めるためのフォーラムの開催 等

お困りごと
はありませ

んか？

SNS等による情報発信1 フォーラム等による啓発2

SNSやWeb公告など様々な
媒体を活用した情報発信を実
施

フォーラム、シンポジウム
等の開催により、ひとり親家
庭の支援に関する機運の向上

ひとり親雇用
の機運ＵＰ

見直し
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その他
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＜母子家庭等対策総合支援事業費補助金＞ 令和９年度概算要求額 222億円の内数（203億円の内数）

支援局 家庭福祉課社会保障・税番号制度に係る情報連携体制等整備事業

事業の目的

○ 児童扶養手当制度における社会保障・税番号制度を活用した情報連携等を推進することを目的とする。

事業の概要

○ 児童扶養手当制度の実施主体である都道府県、市、福祉事務所設置町村等が保有する業務システムについて、受給者情報（年金の
受給情報等）の円滑な把握や、(1)データ標準レイアウトの改版に対応するためのシステム改修及び(2)標準仕様書の改定に伴うシス
テム改修等に要する費用を補助する。

＜情報連携のイメージ＞

実施主体等

【実施主体】(1)都道府県・市・福祉事務所設置町村 (2)都道府県・市町村 【補助率】国2/3又は1/2、都道府県・市町村1/3 又は1/2
※ 補助率2/3の対象となるのは、財政力指数１未満の自治体又は一般会計歳入が概ね特別区の平均未満の市町村のみ

※ 財政力指数の低い自治体については、予算の範囲内で補助額を増額する場合がある

＜中間サーバー＞

＜既存システム＞

＜既存システム＞

Ａ
市

＜中間サーバー＞

マイナンバー

個人情報(原本)

符号Ａ

個人情報(副本)

個人情報(副本)

符号Ｂ マイナンバー

①②符号Ａ

符号Ｂ

③

③

③

④

⑤
個人情報(副本) 個人情報(副本)

Ｂ
市

個人情報(原本)情報提供ネット
ワークシステム

（コアシステム）

＜番号連携サーバ＞

＜番号連携サーバ＞

改修

改修

副本登録情報作成特定個人

情報ファイル

送信
ツール

副本登録情報作成特定個人

情報ファイル

送信
ツール
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○ 令和６年６月に改正された「こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律」では、第９条第３項において、「政府は、
大綱を定めるに当たり、貧困の状況にあるこども及びその家族、学識経験者、こどもの貧困の解消に向けた対策に係る活動を行う民
間の団体その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。」と明記され、こども大綱策定に際し、貧困の
状況にあるこども等の意見を反映させるために必要な措置を講じる旨の規定が設けられた。

○ こども基本法においては、年齢や発達の程度に応じたこどもの意見表明機会の確保・こどもの意見の尊重が基本理念として掲げ
られており、こども家庭庁は、その任務として、こどもの意見の尊重を掲げ、こどもの意見が積極的かつ適切にこども政策に反映さ
れるよう取り組むこととしている。

○ このため、次期こども大綱の策定に向けて、困難に直面したこども・若者等から意見を聴くための仕組み（アウトリーチ型の意
見聴取）を設け、その意見を適切にこどもの貧困対策に反映させることを目的とする。

（１）政策決定過程においてこども・若者の意見を反映させるため、各府省庁やこども家庭庁が示すこども・若者に関連するテーマや
こども・若者自身が意見をしたいテーマに関し、現場に出向いて意見を聴く方法（アウトリーチ）を主としつつ、オンライン会議、
チャット、Webアンケートなどの多様な手法を組み合わせながら、意見聴取を実施し、政策に反映する。

（２）意見聴取に当たっては、こどもの声を引き出す専門的なファシリテーターが参画し、事前のアイスブレイクやテーマに関してわ
かりやすい説明を行うなど、こどもが意見を言いやすい環境の下で実施する。

【実施主体】 国（委託） 

支援局 家庭福祉課困難に直面したこども・若者意見反映推進事業（アウトリーチ型）

実施主体

事業の概要

事業の目的

＜こども政策推進事業委託費＞令和９年度概算要求額  0.5億円
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○「子供の貧困対策に関する大綱」（平成26年8月策定）に基づき、平成27年10月より、官公民連携・協働のプロジェクトである「こどもの未来応援国民

運動」を実施している。

〇この取組において、国民の幅広い理解と協力が得られるよう、「こどもの未来応援国民運動」ウェブサイトを運営しており、ウェブサイトの運用を通じて、情報を

閲覧する国民の利便性の向上、「こどもの未来応援国民運動」の普及啓発を図る。

【実 施 主 体】 国 （委託）

〇当ウェブサイトについては、ISMAP認定クラウドサービス
による安全性・安定性の確保及びセキュリティ強化が必
要と指摘され、令和７年度に現在のインターネット環境
に即したサーバサービスの提供・管理体制の整備や運
用支援体制の強化のため、サーバ移行を実施。

〇その後令和８年度中に移行後のウェブサイトの保守運
用を行う事業者との契約が令和9年3月末に契約満
了した後においても、「こどもの未来応援国民運動」ウェ
ブサイト運用の継続性・安全性の確保が求められてい
る。

支援局 家庭福祉課こどもの未来応援国民運動ウェブサイト

実施主体等

事業の概要

事業の目的

＜情報処理業務庁費＞ 令和９年度概算要求額  0.2億円（0.1億円）
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利用者

Ａページ Ｂページ Ｃページ Ｄページ Ｅページ

こどもの未来応援国民運動ウェブサイト

② ISMAP認定クラウド
サービスを利用した
サーバ運用

①サーバ、ウェブサイ
トの保守運用支援
具体的には、現在の
インターネット環境に即
したサーバサービスの提
供・管理体制の維持
管理を行うことによるセ
キュリティ対策等。

③運用支援等による利便
性の向上インターネット

企業 支援団体個人

Fページ
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